様式第１号（第２条関係）


「障害者等の職場環境整備等支援組織」認定申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　大阪府知事　様　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地又は住所　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印　　
　大阪府障害者等の雇用の促進等と就労の支援に関する条例第十一条の二に規定する「障害者等の職場環境整備等支援組織」の認定について、次のとおり申請します。
　なお、募集要項に示された申請者資格を満たしているとともに、この申請書及び添付書類は、事実と相違ないことを誓約します。
記
１　本社又は本部事業所
	（フリガナ）
名称
	

	
	

	所在地
	

	担当者
	所属部署
	

	
	（フリガナ）
氏名
	

	
	
	

	
	電話
	
	e-mail
	

	複数法人等
	□
	複数の法人等による申請の場合には☑をして、「1-1グループ構成法人等一覧」に記載。


２　府域全体での活動内容、府域全体で活動を行うための体制や能力
	


３　申請する認定分野
	□　障がい者分野


４　就労訓練等からジョブマッチング、職場定着支援までの一貫した取組み
	


５　一般就労を目的とした訓練生の就職状況
	就職率の目標設定
	
	％
	

	①訓練終了生数
	
	人
	④訓練終了後就職者
	
	人

	②訓練継続生数
	
	人
	⑤途中就職者数
	
	人

	③就職中断者数
	
	人
	

	⑥就職率＝（④+⑤）÷（①+②+③）
	
	％


※訓練の内容がわかる資料を添付すること

６　障害者就業・生活支援センターや就労系福祉サービス事業所（就労移行支援事業所、就労継続支援A型・B型事業所、就労定着支援事業所）等、地域の支援機関とのネットワーク及び協力体制
	


７　職場定着率
	⑦　前々年度に訓練を修了し就職した人数  
	
	人

	⑧　上記のうち、就職時点から1年後に就業状態にある者の人数
	
	人

	⑨　職場定着率（⑧/⑦*100）
	
	％


※職場定着支援の活動内容がわかる資料を添付すること

８　職場定着に係る先駆的な取組み
	


９　事業主等への支援を通じた障がい者雇用・就労促進の取組み
	


１０　「行政の福祉化」を踏まえた取組み
	


【参考】支援組織としての活動を行うにあたり、国、地方公共団体等の事業を活用する場合には、
下表に記載してください。
※本項目は、大阪府が事業の参考にするもので、認定に係る審査には影響しません。
	事業名
	事業の概要
	事業の所管団体

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


留意事項
・各取組み内容について記載しきれない場合は、概要を記載し、別紙（様式不問）に詳細を記載し、添付してください。
その他添付資料　
□　定款又は、寄附行為　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
□　事業所概要（パンフレット等）　
□　記載した取組みが確認できる資料
１－１　グループ構成法人等一覧
	名称
	代表者職氏名
	所在地

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


グループを構成する法人等が就労支援や職場定着支援を行っている場合には、それぞれの法人等で「５　一般就労を目的とした訓練生の就職状況」、「７　職場定着率」を算出し、支援の内容が分かる資料を添付してください。
